
川崎市上下水道事業中期計画
（2022～2025）（案）について

1

令和４年１月１７日
川崎市上下水道局
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・本市の上下水道事業が進むべき道を明らかにした「川崎市上下水道ビジョン」の

実現に向け、その前半5年間の実施計画である「川崎市上下水道事業中期計画

（平成29年度～令和3年度）」の実施結果を評価した上で、事業環境の変化を的

確に捉えて現状と課題を改めて整理し、課題の解決に向けて施策及び取組の見

直しを図るため、後半4年間の中期計画を策定を進めています。

川崎市上下水道事業中期計画（2022～2025）（案）について

・令和３年１１月には中期計画（素案）を取りまとめ、パブリックコメント手続を通じて、

市民の皆様に御意見をいただいてまいりました。

・中期計画（案）は、これまでの計画策定作業、パブリックコメント手続における御意

見、予算編成作業との連携等を踏まえて取りまとめるものです。
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素案からの主な変更項目

1. 令和４年度予算編成等に伴う財政収支見通しの一部見直し

2. ４か年の取組内容の具体化

3. 総合計画第３期実施計画との整合

4. パブリックコメント手続で寄せられた御意見への対応



令和４年度予算編成に伴う財政収支見通しの一部見直し
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令和４年度予算案の内容等を踏まえ、計画額としていた令和４年度の収支を予算案
に置き換えるとともに、これに伴い将来の収支見通しの一部見直しを図りました。

素案時点 見直し後

水道事業 （単位　百万円）

年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8～13年度

区分 （予算案） （計画） （計画） （計画） （試算・平均）

収益的収入 32,378 32,073 31,975 31,909 31,668

収益的支出 32,016 29,931 29,872 29,978 30,381

当年度純損益 362 2,142 2,103 1,931 1,287

資本的収入 7,154 5,918 6,400 6,401 6,061

資本的支出 19,694 17,113 18,587 18,503 17,212

資本的収支差額 △ 12,540 △ 11,195 △ 12,187 △ 12,102 △ 11,151

13,449 12,299 10,447 8,614 2,159

73,775 75,744 78,192 80,691 94,184

累 積 資 金 残 額

企 業 債 残 高

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

水道事業 （単位　百万円）

年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8～13年度

区分 （計画） （計画） （計画） （計画） （試算・平均）

収益的収入 32,293 32,073 31,975 31,910 31,668

収益的支出 32,090 29,472 29,554 29,740 29,912

当年度純損益 203 2,601 2,421 2,170 1,756

資本的収入 7,003 5,873 6,402 6,402 6,288

資本的支出 19,349 17,191 18,661 18,574 17,401

資本的収支差額 △ 12,346 △ 11,318 △ 12,259 △ 12,172 △ 11,113

13,491 12,360 10,435 8,452 3,111

73,627 75,549 77,999 80,502 95,421

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

累 積 資 金 残 額

企 業 債 残 高



令和４年度予算編成に伴う財政収支見通しの一部見直し
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素案時点 見直し後

工業用水道事業 （単位　百万円）

年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8～13年度

区分 （予算案） （計画） （計画） （計画） （試算・平均）

収益的収入 7,183 7,148 7,093 7,090 7,089

収益的支出 6,897 6,344 6,510 6,631 6,627

当年度純損益 286 804 583 459 462

資本的収入 786 2,554 2,585 3,107 1,980

資本的支出 2,212 5,459 5,567 6,921 4,788

資本的収支差額 △ 1,426 △ 2,905 △ 2,982 △ 3,814 △ 2,808

8,588 7,930 7,027 5,290 747

7,008 8,321 9,724 11,703 19,318

累 積 資 金 残 額

企 業 債 残 高

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

工業用水道事業 （単位　百万円）

年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8～13年度

区分 （計画） （計画） （計画） （計画） （試算・平均）

収益的収入 7,184 7,148 7,093 7,090 7,089

収益的支出 7,177 6,538 6,652 6,852 6,527

当年度純損益 7 610 441 238 562

資本的収入 825 2,558 2,589 3,111 2,064

資本的支出 2,165 5,470 5,577 6,931 4,819

資本的収支差額 △ 1,340 △ 2,912 △ 2,988 △ 3,820 △ 2,755

8,595 7,705 6,624 4,631 859

6,988 8,305 9,712 11,695 19,814

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

累 積 資 金 残 額

企 業 債 残 高



令和４年度予算編成に伴う財政収支見通しの一部見直し
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素案時点 見直し後

下水道事業 （単位　百万円）

年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8～13年度

区分 （予算案） （計画） （計画） （計画） （試算・平均）

収益的収入 42,676 42,597 42,721 42,156 41,225

収益的支出 40,610 41,892 40,014 39,754 40,179

当年度純損益 2,066 705 2,707 2,402 1,046

資本的収入 33,479 32,533 36,156 41,732 37,420

資本的支出 55,468 55,614 57,314 57,729 56,739

資本的収支差額 △ 21,989 △ 23,081 △ 21,158 △ 15,997 △ 19,319

10,305 6,069 6,121 11,023 17,905

282,676 277,476 274,919 272,015 267,695

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

累 積 資 金 残 額

企 業 債 残 高

下水道事業 （単位　百万円）

年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8～13年度

区分 （計画） （計画） （計画） （計画） （試算・平均）

収益的収入 42,633 42,536 42,721 42,156 41,405

収益的支出 41,028 42,016 40,098 39,938 40,327

当年度純損益 1,605 520 2,623 2,218 1,078

資本的収入 35,622 33,274 36,583 42,392 35,737

資本的支出 57,247 55,781 56,601 56,812 55,432

資本的収支差額 △ 21,625 △ 22,507 △ 20,018 △ 14,420 △ 19,695

10,610 6,762 7,870 14,165 18,809

283,921 278,409 275,540 272,324 263,977

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

累 積 資 金 残 額

企 業 債 残 高



前回の経営審議委員会での質問について
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Ｑ．収支見通しの人件費が横ばいであることについて。
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Ａ．人件費については、これまでの合理化の実施により、計画期間内に大幅な人員の変更
はないものと考えていることに加え、以下のグラフに示しますように、職員の今後の年齢
構成などについても概ね横ばいで推移することから、横ばいとしております。
ただし、退職給付費については各年度の見込額を推計し、新たに収支見通しに反映し
ています。



前回の経営審議委員会での質問について

8

Ｑ．パイプインパイプ工法を採用した場合にどの程度コスト削減になるのか？

Ａ．標準的な条件における新設管口径1000㎜の概算工事費は、開削による通常工法
４７万円／ｍに対し、パイプインパイプ工法２８万円／ｍであり、パイプインパイプ工
法採用により工事費は約４０％縮減となります。
さらに、川崎市では、道路管理者より、不用となる既設管は撤去することが求めら
れるため、パイプインパイプ工法を採用した場合には、４３万円／ｍの撤去費につ
いても縮減となります。
なお、パイプインパイプ工法の工事費は、立坑数や既設管路の線形などの現場
条件による変動が大きいため、各工事における縮減率も大きく異なります。



前回の経営審議委員会での質問について

99

【参考】パイプインパイプ工法
更新範囲

立坑 立坑

開削工法の場合、この区間全て掘削

（ＰＩＰ工法により）
・土工事が縮減
・交通への影響が縮減
・既設管の撤去が不要
・新設管のスペースを確保
・新設管を挿入するために
既設管の長期断水が必要
・管口径が縮径となる

東電ケーブル

下水管（汚水）

下水管
（汚水）

下水管
（汚水）

ガ
ス
管

東電ケーブル

道路断面図（例）

下水管（汚水）

下水管（汚水）下水管（汚水）下水管（汚水）

水
道
管
更新水道管
（配水本管）



４か年の取組内容の具体化
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各取組について、計画期間４か年の取組内容を一括表記しておりましたが、予算編
成作業と連携した調整を進め、年度ごとの取組内容をできる限り具体化しました。

年度割の実施

素案時点

【例】中期計画（素案）取組10 水道管路の耐震化



総合計画第３期実施計画との整合
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主な変更箇所①

総合計画第3期実施計画（案）との整合を図り、取組内容の記載の変更や指標の
追加・修正を行いました。



総合計画第３期実施計画との整合

12

素案時点

指標の追加



総合計画第３期実施計画との整合
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主な変更箇所②



総合計画第３期実施計画との整合
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指標なし素案時点

指標の追加



パブリックコメント手続で寄せられた御意見への対応
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パブリックコメント手続で寄せられた一部の御意見については、案に反映させることと
し、修正を行いました。

意見募集期間

意見提出方法

募集の周知方法

令和３年１１月２６日（金）～令和３年１２月２５日（土）

・電子メール
・ファクシミリ
・郵送
・持参

・かわさき情報プラザ
・各区役所・支所・出張所の市政資料コーナー
・各市民館・同分館
・各図書館・同分館
・上下水道局（各サービスセンター等）

① 意見募集の概要



パブリックコメント手続で寄せられた御意見への対応

16

② 結果の概要

意見の提出数（意見件数） ２６通（８７件）

電子メール ２１通（７８件）

ファクシミリ ２通（４件）

郵送 ３通（５件）

持参 ０通（０件）



パブリックコメント手続で寄せられた御意見への対応
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③ 御意見に対する市の考え方の区分説明

区分 考え方

Ａ 御意見を踏まえ、当初案に反映したもの

Ｂ
御意見の趣旨が案に沿ったものであり、その趣旨を踏まえ、取組を
推進するもの

Ｃ 今後の取組を進めていく上で参考とするもの

Ｄ
素案に対する質問・要望の御意見であり、素案の内容を説明・確認
するもの

Ｅ その他



パブリックコメント手続で寄せられた御意見への対応
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④ 御意見の件数と対応区分

項 目
区 分

計
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

Ⅰ 水道事業・工業用水道事業に
ついて

５ ５ ５９ ４ ７３

Ⅱ 下水道事業について １ ２ ３ ５ １１

Ⅲ ３事業共通事項について １ ２ ３

合 計 １ ７ ９ ６６ ４ ８７



パブリックコメント手続で寄せられた御意見への対応
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⑤ 実施結果の概要

Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について

生田浄水場の復活に関する意見が多く寄せられました。

Ⅱ 下水道事業について

浸水対策に関する意見が多く寄せられました。

Ⅲ ３事業共通事項について

市民参加型の事業運営についての意見が１件、経営の現状分析についての意見

が１件、民間委託に関する意見が１件ありました。



パブリックコメント手続で寄せられた御意見への対応
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⑥ 案に反映した御意見（１件）

（山王排水樋管周辺地域における浸水対策について）

バイパス管を整備することにより、ゲートを閉鎖した状態で、
どれだけの降雨に対応可能なのか説明すべきである。

意見の要旨

Ⅱ 下水道事業について



パブリックコメント手続で寄せられた御意見への対応
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素案時点

文言の追加

※令和元年東日本台風の降雨、河川水位の条件において、排水樋管ゲートを閉鎖し
た上で、その後の実績降雨（時間最大雨量18㎜）に対応



中期計画策定に向けた今後の予定
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 ２月上旬 中期計画（案）の策定・議会報告

 ３月下旬 中期計画の策定・公表（ホームページ）

 ４月以降 中期計画の概要についての広報等の実施

下水道事業の浸水対策に対する意見が寄せられたことを踏まえた加筆を

行うとともに、令和４年度予算編成作業との連携、関連計画の策定作業等

を踏まえた必要な修正を行った上で、「川崎市上下水道中期計画（案）」を

策定します。



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について（意見数：７３件） 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

１ 私有地内を通る水道管の修繕に
ついては、全額自己負担であるの
が現状だが、これを公的に補助し
てほしい。

本市では、給水管修繕費用に関す
る補助は行っていませんが、給水管
が道路上で漏水した場合は二次災害
防止の観点から公費による修繕を行
うとともに、私有地で漏水した場合
においても、一般的な住宅において、
道路境界から給水管の水平延長２
メートルまで公費による修繕を行っ
ております。

Ｄ



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

２ 工業用水道事業の将来構想につ
いて、ダウンサイジング前提とせ
ず、不要な現有施設の廃棄や更新
の中止を検討し、受水企業の負担
削減をお願いしたい。

工業用水道施設・管路の将来構想に
つきましては、過剰な投資を防ぐた
めに、利用者と調整を図りながら、
水需要を見据えた適正な施設規模へ
更新するための検討を実施してまい
ります。

Ｄ



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

３ 工業用水道事業の将来構想につ
いて、ダウンサイジングを検討す
るにあたり、付帯して人件費・管
理費・用益費・その他固定費の削
減についてもお願いしたい。

今後の検討においては、様々な視
点で検討を進め、効率的・効果的な
将来構想となるよう努めてまいりま
す。

C



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

４ 工業用水道事について、切迫感
を持ち、現状を分析し将来を予測
し、これに基づき事業計画を策定
してほしい。ついては、各社の需
要調査結果による工水需要量に関
わらず、川崎市として臨海部を中
心とする将来の工水を利用する産
業の状況を予測した上で、将来の
工水需要量を策定し、これをもと
に施設更新や中期事業計画を策定
する必要があると考える。

今回の計画策定に向けては、臨海
部における企業動向等に関して、庁
内の関係部局等と情報共有を図りな
がら進めてまいります。

Ｃ



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）

27

項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

５ 企業団は標高の低い小田原から
の送水に大量の電気を使用してお
り、企業団から受水することは、
温暖化対策と矛盾している。
そこで、地下水活用の生田浄水場
を復活させるべきである。
（同趣旨ほか６件）

企業団は、県内の相模川、酒匂川
の水を広域的な立場から有効かつ的
確に運用ができるよう施設を配置し
ていることから、本市の安定給水の
確保には、企業団の活用が有効と考
えており、現在、新たに浄水場を確
保する考えはありません。

また、県内の水道事業者と共に、
自然流下で導水が可能な上流からの
取水を優先的に利用する取組を進め
ています。また、本市の相模川上流
の水源水量の一部を企業団で活用す
る取組を進めており、これによりCO2
排出量の削減や停電時の給水の安定
性向上などの効果が期待できます。

Ｄ



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

６ 将来企業団が破綻するかもしれ
ない。そのため、自己水源である
生田浄水場を復活させるべきであ
る。

企業団では、「かながわ広域水道
ビジョン」の中で取組の方向性とし
て経営基盤の強化を挙げており、長
期的視点に立った財政運営、環境変
化に応じた事業運営、事業推進に必
要な人材の確保などに取組み、経営
基盤の強化を進めているところと
伺っています。

本市は企業団の構成団体として、
今後も企業団の経営状況を注視して
まいります。

Ｄ



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

７ 右肩上がりの人口動態を根拠にし
た水道事業は危険である。生田浄
水場の水を工業用だけでなく、上
水道としても使えるようにしてほ
しい。

水道事業は、将来の人口減少や水
需要の減少を見据え、経営基盤を強
化するため、将来の水需要に見合っ
た事業規模としていく必要がありま
す。本市は、全国に先駆け長沢浄水
場を更新・増強、機能集約し、潮見
台浄水場、生田浄水場（上水道施
設）の廃止を行い適正な規模へする
ダウンサイジングを実施しています。

今後も事業環境の変化を的確に捉
え適正な事業運営を実施してまいり
ます。

Ｄ



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）

30

項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

８ 豪雨、地震、津波、火山噴火な
どに伴う災害時にも、それらの影
響を受けにくい地下水の活用を考
慮し、地盤の強固な所にある生田
浄水場を復活させるべきである。
（同趣旨ほか４件）

ダムなどの貯水施設や取水施設、長
沢浄水場等については、既に必要な
耐震性能を有しており、導水ルート
については２重化を図っています。
また、火山噴火に伴う降灰対策とし

て長沢浄水場の覆蓋化が今年度に完
了しています。

計画期間内では、停電対策として、
非常用自家発電設備の燃料タンクの
増設や発電機の更新に合わせた燃料
タンク容量の増強などを実施します。
更に浸水対策として防水壁の設置な
どを実施します。

災害時の機能維持を目指して取組
を推進してまいります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

９ 企業団から、使ってもいない受
水量とそれに対して高い基本料金
が押し付けられ、水道会計を圧迫
している。川崎市は、基本料金制
度の見直しを提案すべきであり、
基本料金のかからない生田浄水場
を復活させるべきである。
（同趣旨ほか３件）

企業団は、新たな水源の確保を求
めて、広域水道として設立した経緯
があり、本市を含め企業団から受水
している各事業者は、配分された計
画1日最大給水量による応分の費用を
負担（受水費）する必要があります。
これは企業団方式による水源開発に
参画した者の責務と考えており、受
水の量や代替施設の確保等に関わら
ず負担する必要のあるものです。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

10 都に自己水源の水を安く売らず、
飲料水の供給をやめ、工業用水だ
けの生田浄水場の水を元に戻し、
沼本からの水、生田浄水場の市内
の地下水源を十分に活用した上で
企業団の水を買うこと。

東京都の水源は利根川・荒川水系が80％
を占めています。利根川・荒川水系の水源
開発は、５年に１回程度発生する規模の渇
水に対応することを目標としており、全国
の主要水系と比べて、渇水に対する安全度
が低い計画となっており、東京都は水源の
適切な確保に努めているところです。

また、企業団は県内の主要水源である相
模川と酒匂川の２水系の水を広域的な立場
から有効かつ的確に運用ができるよう施設
を配置していることから、本市の安定給水
の確保には、企業団の活用が有効と考えて
います。

本市では、自己水源である相模湖・津久
井湖からの取水と企業団からの受水により、
十分な水量を確保しており、安定的な給水
が可能なことから、現在、新たに水源水量
を確保する考えはありません。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

11 頻繁に事故を起こす企業団、広
域のため莫大な更新費用が掛かる
企業団依存体制からの脱却こそ、
持続可能な経営基盤につながる。
（同趣旨ほか２件）

県内５事業者では、経営基盤の強化
や環境負荷の低減などを目的に、施設
の共通化・広域化を進め、５事業者全
体で最適な水道システムを構築する、
県内水道システムの再構築に取り組ん
でいます。

再構築では、県内の主要水源である
相模川と酒匂川の２水系からの取水が
可能な神奈川県内広域水道企業団の施
設を活用していくこととしております。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

12 主要な管路の耐震化率は100％と
述べているが、主要でない管路の
耐震化は不十分である。管路の耐
震化率はR2年度で36.7％、5年後の
R7年度目標でも44.9％で半分にも
満たない状況である。水は、主要
な管路から配水管、給水管を経て
各家庭の管に接続して給水されて
いて、このうち一つでも壊れたら
家庭まで水が届かない。主要でな
い配水管を含めて末端までの耐震
化を市の責任で急ぎ、給水管は補
助金を手当てするなどして各家庭
への耐震化を完了させることが大
切である。給水管と家庭の蛇口ま
での耐震化に20％の助成金を出す
として、家庭までの耐震化をス
ピードアップすることを提案する。

現在、地震時の被害が懸念される老朽配
水管と市立小学校・中学校・高校等の避難
所への供給ルートを「重要な管路」と位置
付けて、優先的に更新・耐震化を進めてお
り、令和4年度までに完了する予定となっ
ております。「重要な管路」以外の管路に
ついても使用年数、経年化の抑制と各年度
の更新延長の平準化などに主眼を置いた、
使用年数６０年以内での更新を継続してま
いります。

給水管につきましては、給水管は個人の
財産であるため、耐震化を含めた維持管理
は使用者・所有者に行っていただく必要が
ありますが、本市では漏水防止等の観点か
ら、配水管更新工事等に伴い、道路上及び
私有地の道路境界から給水管の水平延長２
メートルまで、地震に強い構造・材質の給
水管で更新しております。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

13 ５年以内に配水管の耐震化を完成
させるという目標だと、どのくら
いの予算が必要か。

管路の耐震化は、総延長が約2,500km
と膨大であり、莫大な費用を要すること
から、財政収支との整合を図り、年間約
40 kmの管路を更新する計画としており
ます。管路の耐震化率はR2年度末で
36.7％となっており、100％を達成するに
は、今後約40年の期間が必要と見込ん
でおります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

14 各家庭の給水管の耐震化率はどの
程度か。2011年以降に設置（新
築・改築）したものは耐震化がで
きているか。

給水管は個人の財産であるため、耐震
化を含めた維持管理は使用者・所有者
に行っていただく必要があります。
本市では、配水管更新工事等に伴い、
道路上及び私有地の道路境界から給水
管の水平延長２メートルまで、地震に強
い構造・材質の給水管で更新しておりま
す。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

15 生田浄水場を復活させ、高額な
企業団からの受水を減らすべきで
ある。
（同趣旨ほか１件）

企業団は、新たな水源の確保を求
めて、広域水道として設立した経緯
があり、本市を含め企業団から受水
している各事業者は、配分された計
画1日最大給水量による応分の費用を
負担（受水費）する必要があります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

16 企業団の水道事業が今後民営化
されることになれば、水道の供給
のほとんどを企業団に頼っている
川崎市の水道も民営化されること
にならないか危惧している。

生田浄水場を復活させ、相模川
水系の水を活用すれば、企業団か
ら水を買う必要がなくなり、川崎
市で自立した安定的な水の供給が
できるようになると思う。

本市では、民営化については、慎
重に判断すべきであると考えており、
現時点においては、公営企業による
運営を維持することが望ましいと考
えています。

神奈川県内広域水道企業団におい
ても同様の考えと伺っています。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

17 企業団が上流取水に切り替えた
ら、相模川の下流の農業や相模湾
の漁業、生態系、海岸線の後退に
影響がないとはいえない。すでに
三保ダムや相模ダム等の影響で土
砂が流れていかないため、砂浜づ
くりに税金が投入されている。健
全な水循環のためにどうすればよ
いか、考える必要がある。

取水位置の上流移転の実現につい
ては、河川環境や治水にも影響を及
ぼすため、水道事業者だけでは、実
現が難しい課題であることから、河
川有識者の意見を踏まえ、水資源、
環境、防災、エネルギーなど総合的
観点から、関係機関と連携して検討
していくこととしています。また、
水道事業者だけでなく、水資源行政
を管轄する神奈川県政策局とも連携
し検討を進めてまいります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

18 企業団は今まで５割だった給水
量を７割に増やし、各構成団体の
供給能力を下げさせようとしてい
る。企業団の計画は市民のニーズ
と乖離しているので、企業団の今
後の動きに特に注視してほしい。

水源を共にする県内の水道事業者
では、施設の老朽化や水需要の減少
など共通の課題に対し、将来にわた
る水道水の安定供給を確保していく
ため、経営基盤の強化や環境負荷の
低減などを目的として「県内水道シ
ステムの再構築」に取組んでいます。

再構築では、下流にある浄水場を
廃止し、相模川と酒匂川の２水系か
ら取水可能な神奈川県内広域水道企
業団の施設を活用していくこととし
ています。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

19 県内水道システムの最適化とい
うが、水源はダムや河川の水だけ
なので、ダムや河川の水が使えな
くなると供給できない。最適化す
るならば、多様な、複数の水源を
利用した方が災害時に対応できる
のではないか。
（同趣旨ほか１件）

県内水道システムの再構築では、
相模川・酒匂川の２水系の連携や、
連絡管の整備による非常時のバック
アップを検討しており、取水停止時
の対応等も検討の対象としています。

再構築で目指す最適な水道システ
ムは、災害対策だけでなく、上流取
水の優先的利用によるＣＯ２排出量
の削減や施設の共通化・広域化によ
る維持管理費の削減など、総合的観
点から最適を目指すものです。

Ｄ



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）

42

項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

20 「水道管路の耐震化」とは、市
内の管路のことか。相模隧道はど
うなっているか。相模隧道は築後
７０年近く経過していて、コンク
リートの耐用年数を超えているの
ではないか。また、耐震補強をす
るには工法的にも資金的にも難し
いのではないか。

相模ずい道については、今年度中
に断水して現地調査を実施し、令和
４年度に調査委託が完了する予定で
す。その後、調査結果に基づき評価
を行い、必要に応じて施設整備を進
める予定としております。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

21 工業用水道基幹管路の強化とし
て、生田浄水場と長沢浄水場をつ
なぐ新しい管路を新たにつくるこ
とは、よい発想だと思った。ぜひ
実現をお願いする。

工業用水道基幹管路のバックアッ
プ機能を強化することで安定した工
業用水の供給を継続してまいります。

Ｂ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

22 応急給水拠点の整備について、
北部には貯水槽、配水塔がいくつ
かあるが、人口の集中した中部・
南部にタンクのような大容量の水
を貯めておく施設が少ないので、
火災で大量の水を使うと枯渇して
しまう。

川崎市内の１２ある配水池・配水
塔の内、主に中部・南部に水を供給
する末吉配水池・鷺沼配水池の合計
容量は川崎市内の全容量の約半数を
占めており、耐震化が完了しており
ます。地震等の災害時にも安定した
給水が継続できるように施設や管路
の耐震化を更に進めてまいります。

Ｄ



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）

45

項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

23 地域ごとに塩素を追加して配水
すれば、浄水場付近の残留塩素濃
度を低減させることはできるか。

「取組２安全でおいしい水の取組」
において一部の配水施設で追加塩素
設備を導入し、浄水場の残留塩素を
低減させる計画となっています。

Ｂ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

24 （施設の停電対策・浸水対策につ
いて）

新しい取り組みを有難く思う。
ぜひお願いする。

自家発電もよい機械が出てきて
いるそうで、小水力発電も優れた
ものが開発されているようである。

停電対策については、「取組15施設の
停電対策・浸水対策」において、長期停
電時に給水を継続するため自家用発電
設備の燃料タンクの更なる増強を推進
してまいります。

Ｂ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

25 （素案P73コラムのアセットマネジ
メントについて）
アセットマネジメントでは中長期
的な見通しを考えるが、その基礎
となる人口予測が、川崎市の人口
のピークは2030年と予測されてい
る。しかし、今年12月1日の相対人
口は前月に比べて減少しており、
すでに人口のピークを迎えている
可能性もある。コロナ禍で物事が
前倒しになって進んだように、今
後の計画の目標時期も慎重に早め
に進める必要があるかもしれない。

施設・管路につきましては、重要度や
経年度を考慮し更新の優先順位を定め
るとともに、財政収支との整合を図りな
がら運転管理や点検調査及び修繕の
実績等を活用し、ライフサイクルを考慮
した効率的・効果的な更新を行い、施設
の維持管理及び更新に係る費用の縮
減と更新費用の平準化を図っていきま
す。
なお、人口動態につきましては、事業
規模の基礎となる水需要と密接に係る
ため、今後も注視してまいります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

26 生田浄水場の工業用水も、将来
施設が老朽化し、また工業からの
需要も減ることが考えられる。東
京都は工業用水を廃止したが、川
崎市でも同様の計画はあるか。も
し、生田浄水場の工業用水を更新
する際には上水用の浄水場にリ
ニューアルして、長沢浄水場とつ
なげ、市内全域に届くようになる
とよいと考える。

工業用水道事業については、将来
の需要動向を適切に把握し、老朽化
が進行した施設や管路の更新を実施
してまいります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

27 将来、ダムは堆積で使えなくな
ると予想されるため、地下水の生
田浄水場が役に立つ。浄水コスト
の低い地下水をもっと活用できる
ようにお願いしたい。

水源施設を管理する神奈川県では、
相模川上流の相模貯水池において、
上流域の災害防止や貯水容量の維持
を目的とした堆砂対策事業として
しゅん渫を実施してまいります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

28 環境負荷の少ない浄水方法とし
て生物浄化法がある。急速ろ過に
も粗ろ過を取り入れるとよいとい
う。浄水方法を研究して、次の時
代にふさわしい方法を採るようお
願いしたい。膜ろ過は温暖化対策
の考え方に一致していない。

施設再構築事業において平成２８
年に長沢浄水場の浄水処理施設に関
する更新が完了しており、直ちに大
規模な施設変更は予定しておりませ
んが、浄水方法の情報収集や検討に
ついては継続的に行ってまいります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

29 浄水発生土の有効利用や施設の有
効利用もよい提案だと思う。

循環型社会の構築や快適な地域環境
の創造に向けて、浄水発生土の有効利
用や再生資源材料の活用、施設の上部
空間等の有効利用など取組を推進して
まいります。

Ｂ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

30 人材育成の推進は水道技術の継承
にとてもよい取組だと思う。

市民生活に必要不可欠な生活基盤を
支える専門家集団としての使命を果
たすため、人材育成の取組を積極的
に推進し、専門的な知識・技術・技
能を確実に承継してまいります。

B
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

31 危機管理上、以前のように潮見台
と生田を含めた３浄水場体制の分散
配置を復活させるべきである。
（同趣旨ほか１件）

本市では、浄水場の統廃合に合わ
せてバックアップ機能の強化等を
図っています。長沢浄水場及び生田
配水池を更新・耐震化すると共に、
潮見台配水池（西長沢浄水場）から
生田配水池への送水管を新設し、生
田配水池への送水の二重化を実施し
ています。

また、登戸地区及び町田地区にお
いては、東京都との連絡管を整備し
ており、水の相互融通が可能となっ
ています。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

32 大規模地震による上下水道施設
への被害について、飯泉からの送
水が２０日間ストップしたことを
明記すべきである。
（同趣旨ほか２件）

東日本大震災の影響により、企業
団の導水管で漏水が発生し、飯泉か
らの導水が停止いたしましたが、こ
の際には、県内の水道事業者で連携
し、相模川上流から企業団西長沢浄
水場への緊急導水を実施することに
より、給水に影響することなく対応
しており、今後も水源を共にする県
内の水道事業者との連携を強化して
まいります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

33 市民の半分の水道水を供給する
企業団の西長沢浄水場の耐震化が
終了していないことを明記すべき
である。
（同趣旨ほか１件）

企業団では、令和５年度までに浄
水場等の主要施設の耐震化率１０
０％を達成する計画で進めていると
伺っております。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

34 「安全でおいしい水」というな
ら、地下水を利用している生田浄
水場を復活させるべきである。
（同趣旨ほか１件）

市内へ供給している水道水は、本
市並びに神奈川県内広域水道企業団
において水源から蛇口まで徹底した
水質管理を実施しており、水質基準
に適合した良質な水道水を供給して
いますので、安心してお使いいただ
けます。

Ｄ



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）

57

項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

35 宮前平駅前で残留塩素濃度
0.68mg/Lと高濃度である。「0.3か
ら0.5mg/Lの達成」をどのように実
現するのか明らかにしてほしい。
（同趣旨ほか１件）

「取組２安全でおいしい水の取組」
において一部の配水施設で追加塩素
設備を導入し、浄水場の残留塩素を
低減させる計画となっております。
加えて、企業団からの受水について
も残留塩素を低減することで目標達
成できると考えておりますが、施設
上の課題もあることから、引き続き
企業団と協議してまいります。

Ｃ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

36 遠くの水を管を通して送るとい
うことは、１箇所でも壊れたら水
を配れないということである。近
くに水源があれば、すばやく配る
ことができる。また、普段から
使っていれば異常時にも対応でき
る。日常的に生田浄水場を稼働さ
せてほしい。

長沢浄水場は、耐震化や覆蓋化が完
了していること、水源からの導水系
統にバックアップ機能を有している
こと、水源から各ご家庭まで自然流
下での送水が可能なことから、災害
に強く、環境に優しい浄水場と言え
ます。
また、企業団は、施設が比較的新し

く、県内の相模川と酒匂川の水を、
安定的に供給できるよう施設を配置
しているため、渇水や水源水質事故
などに強く、本市の安定給水を確保
する上で有効と考えています。
更には、東京都との連絡管なども整

備しており、水の相互融通による
バックアップが可能となっています。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方
区
分

37 「自然災害の脅威」として、富
士山噴火の火山灰の対策が抜けて
いる。火山灰対策を取り上げな
かったのは何故か。

また、現状の水道設備では火山
灰の降灰は何センチまで稼働でき
るのか。富士山の噴火は神奈川県、
関東地域広範囲にわたって数セン
チ以上灰が積もる想定である。浄
水過程で処理できる能力を超えて
いるのではないか。

また、１０センチ、１５センチ、
２０センチの降灰の場合について
対策の検討を行うべきではないか。
（同趣旨ほか１件）

本市では火山の噴火による降灰対
策として、長沢浄水場の覆蓋化を実
施しており、今年度完了しています。

また、関連する対策として、本中
期計画では、非常用自家発電設備の
燃料タンクの増強など停電対策の強
化を実施してまいります。

これらの取組や相模川水系と酒匂
川水系の２水系の連携などを活用し
ながら安定給水を確保してまいりま
す。

なお、降灰対策につきましては、
今後も国等の動向を注視してまいり
ます。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

38 少雨時等の対策として、３つの
ダムの連携、２つの河川の連携と
しているが、それらの費用はどの
程度か。「相互運用」というと聞
こえは良いが、それぞれの地域は
近距離で降雨の多寡はあまり変わ
らないので、費用対効果はいかが
なものか。

相模川水系の３つのダムの特性を
生かした総合運用と相模川水系・酒
匂川水系の２水系の連携により、限
りある水資源を無駄にすることなく
効率よく使用することができます。

平成１３年の宮ヶ瀬ダム供用開始
以降につきましては、少雨時が何度
かありましたが、ダム貯留水を効率
的に活用することにより、減断水な
どの影響を生じさせることなく運用
することができています。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

39 停電対策として、まずは商用電
源の二重化（変電所の２系統化）
と自家発電装置の継続運転が必要
である。

２４時間運転の自家発電では心
もとない。３日分の燃料タンクと
何日分でも燃料の追加補給可能な
計画が必要である。

停電対策については、重要施設等に
商用電源の二重化や自家用発電設備
の整備を完了しており、「取組15施
設の停電対策・浸水対策」において、
長期停電時に給水を継続するため自
家用発電設備の燃料タンクの更なる
増強を推進してまいります。

Ｃ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

40 （企業団が取水する飯泉につい
て）

酒匂川の最下流の水なので水質
が悪く、薬品を多量に使用してい
る。農薬など除去できないものも
ある。

水源水質に対応した適切な浄水処理
により、水道水質基準に適合した、
良質で安全な水の供給を行っており
ます。
酒匂川水系につきましては、今後も

企業団と協力し、水質管理の徹底な
どの取組を進めてまいります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

41 飯泉のポンプ施設が地下にあり、
大雨時に浸水し、稼働がストップ
することが計画で触れられていな
い。

企業団取水施設の浸水対策について
は、企業団実施計画の中で採り上げ
られており、今後、実施していくも
のと伺っております。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

42 西長沢浄水場は膜ろ過方式に切
り替わるとのこと。膜ろ過方式で
は電気を大量に使い、水質の悪い
原水だとろ過材など莫大な費用が
掛かる。川崎市は、企業団の構成
員として慎重な対応を提案してい
くべきである。
（同趣旨ほか１件）

神奈川県内広域水道企業団（以下、
企業団という。）西長沢浄水場につ
きましては、膜ろ過方式による水処
理実験を実施するもので、膜ろ過方
式での更新が決定したものではあり
ません。
浄水方式の検討については、施工

性や浄水処理の課題解決、維持管理
性、エネルギーなど総合的観点で判
断するものと伺っております。
西長沢浄水場の浄水方式につきま

しては、本市においても注視してま
いります。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

43 （停電対策について）
せいぜい48時間分しか燃料備蓄が
ない。このような時の地下水は命
の水である、当面、膜ろ過3台1日
300トンという可搬式装置の拡充を
図るべきである。

停電対策については、重要施設等
に商用電源の二重化や自家用発電設
備の整備を完了しており、「取組15
施設の停電対策・浸水対策」におい
て、長期停電時に給水を継続するた
め自家用発電設備の燃料タンクの更
なる増強を推進してまいります。
なお、災害用の井戸につきまして

は、応急給水拠点を補完するもので、
災害時には周囲の応急給水拠点の開
設状況と井戸の水質状況を確認し、
開設する井戸を決定することとして
います。そのため、全箇所を一斉に
開設する予定はなく、周辺地区の状
況に合わせて３台の膜ろ過装置で運
用することとしています。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

44 災害時の機能維持の記述があるが、
川崎市は対策が北部に偏っている。
中原、幸、川崎区関連は配水池が横
浜市鶴見区の末吉１箇所で心もとな
い。横浜市のようにブロック配水を
行うようにすべきではないか。
また、神戸市では臨海部に貯水管

を兼ねた大口径管を敷設する計画が
ある。川崎市の中原より南部、臨海
部の給配水体制を強化すべきではな
いか。

本市はブロック配水システムを採
用しています。更には、ブロック間
で水を融通することができ、融通量
の調整などが可能なシステムとなっ
ています。ブロック間融通により川
崎区周辺のブロックでは、末吉配水
池の他に鷺沼配水池からの水も配水
しています。
また、末吉配水池、鷺沼配水池の

合計容量は、川崎市内の配水池・配
水塔の全容量の約半数を占めており、
耐震化も完了しています。ブロック
内の基幹管路の多くは耐震性を有し
ています。

Ｄ
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項目Ⅰ 水道事業・工業用水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

45 リニア新幹線工事とその供用が、
水道水の汚濁や陥没事故、断水な
ど、川崎市の水道事業に影響を与
えないよう関係機関に対し毅然と
した対応をお願いしたい。
（同趣旨ほか３件）

本市の施設である導水ずい道とリ
ニア中央新幹線の工事が近接するこ
とから、ＪＲ東海が安全性等に関す
る必要な調査、技術的な詳細検討を
行っております。
本市としては、導水ずい道に与え

る影響を確認するとともに、施工時
や供用開始後に支障が生じないよう
安全対策について、引き続き、ＪＲ
東海と協議を進めてまいります。

Ｅ
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項目Ⅱ 下水道事業について （意見数：１１件）収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

１ （山王排水樋管周辺地域における
浸水対策について）
バイパス管を整備することによ

り、ゲートを閉鎖した状態で、ど
れだけの降雨に対応可能なのか説
明すべきである。

令和元年東日本台風の降雨、河川
水位の条件において、山王排水樋管
操作要領に基づきゲートを閉鎖した
上で、その後の実績降雨（時間最大
雨量18ｍｍ）に対応できることを確
認しております。
御意見を踏まえ、バイパス管の効

果を市民の皆様に御理解頂くため、
上記の内容を中期計画に追記しまし
た。

A
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項目Ⅱ 下水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方
区
分

２ （山王排水樋管周辺地域における
浸水対策について）
時間雨量31ｍｍの降雨に対し、

どのように対応するのか、具体的
説明を記載すべきである。

山王排水樋管周辺地域における長
期対策といたしましては、浸水被害
のあった複数の排水区を一体的に捉
え、排水できない雨水を新設する流
下幹線で集め、増設するポンプ場か
ら多摩川へ排水するなど、複数の対
策を組み合わせた対策について、具
体化に向けた検討を進めてまいりま
す。

Ｄ
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項目Ⅱ 下水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

３ （山王排水樋管周辺地域における
浸水対策について）
ポンプ場の増設は20年以上も先

の話であることから、ゲートポン
プの整備を中期計画に位置付けて
もらいたい。

山王排水樋管周辺地域につきまし
ては、即効性のある短期対策に加え、
現在、バイパス管の整備を進めてお
ります。こうした対策により、令和
元年東日本台風当時の浸水に対し、
被害の解消が可能です。また、令和
元年東日本台風を超える降雨へ対応
する長期対策につきましては、御意
見のとおり期間を要するなどの課題
がございますので、バイパス管の整
備と並行し、実現に向けた取組を着
実に進めてまいります。

Ｄ
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項目Ⅱ 下水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

４ （三沢川地区における浸水対策に
ついて）
菅稲田堤地区における下水道整

備により、台風１９号の浸水被害
がどの程度解消されるか、具体的
な数字で説明して欲しい。

重点化地区である三沢川地区におけ
る効果といたしましては、三沢川の水
位が計画高水位の場合において、1時
間あたり58ｍｍの降雨に対応するとと
もに、既往最大降雨である1時間当た
り92ｍｍの降雨の際にも床上浸水とな
らないものと考えています。
なお、稲城市内の雨水の一部が流入

していることや、三沢川の水位が計画
高水位を超えた場合などの課題がござ
いますので、引き続き解決に向けて関
係局区が連携して対応を図ってまいり
ます。

C
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項目Ⅱ 下水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

５ （三沢川地区における浸水対策に
ついて）
菅稲田堤3丁目浸水地域の具体的

な浸水対策を説明してほしい。ま
た、その対策の効果を、2019年10
月12日の浸水シミュレーションを
用いて、分かり易く説明して欲し
い。

菅及び菅稲田堤地内の対策は、既存
水路の有効活用や新たな雨水管きょの
整備に加え、ポンプ施設の設置を予定
しています。この効果は、既存水路に
流入する雨水を取水し、新たに整備す
る雨水管渠に流下させることにより、
三沢川の水位が計画高水位の場合にお
いて、1時間あたり58ｍｍの降雨に対
応するとともに、既往最大降雨である
1時間当たり92ｍｍの降雨の際にも床
上浸水とならないものと考えています。
なお、稲城市内の雨水の一部の流入

や、三沢川の水位が計画高水位を超え
た場合などの課題がございますので、
引き続き解決に向けて関係局区が連携
して対応を図ってまいります。

C
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項目Ⅱ 下水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

６ （三沢川地区における浸水対策に
ついて）
菅稲田堤について、多摩川、三

沢川高水位時に、既往最大降雨
（時間雨量92ｍｍ）でも床上浸水
とならない対策を示して欲しい。

菅及び菅稲田堤地内の下水道施設
の整備により、三沢川の水位が計画
高水位の場合において、既往最大降
雨である1時間当たり92ｍｍの降雨の
際にも床上浸水とならないものと考
えています。
また、稲城市内の雨水の一部の流

入や、三沢川の水位が計画高水位を
超えた場合などの課題がございます
ので、引き続き解決に向けて関係局
区が連携して対応を図ってまいりま
す。

Ｄ
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項目Ⅱ 下水道事業について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

７ （三沢川地区における浸水対策に
ついて）
2度と2年前のような浸水被害を

経験せず、安全な地域で、安心し
て暮らすことができるよう、でき
る限りの徹底した対策の計画と実
施を期待する。

令和元年東日本台風以降、これまで
の間、浸水地域における短期対策に
加え、国や関係自治体と連携した取
組である多摩川緊急治水対策プロ
ジェクトを推進してきたところです。
今後につきましても、激甚化する風
水害など自然災害の脅威が増してき
ていることから、国や流域自治体等
と連携して多摩川水系流域治水プロ
ジェクトに取り組むとともに、三沢
川周辺地域における浸水対策など、
水害から市民の生命、財産を守るた
めの取組を着実に進めてまいります。

B
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項目Ⅱ 下水道事業について見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

８ （三沢川地区における浸水対策に
ついて）
対策施設が整備されるまでの期

間における措置対策も、具体的に
示して欲しい。

三沢川周辺地域につきましては、
隣接市・関係局区等が連携し浸水被
害の軽減を図ることとしています。
これまで、大丸水門の改修、移動

式ポンプやフラップゲートの設置、
護岸の補修、水位計とカメラの設置
などの短期・中期対策が完了してお
り、引き続き、これらの対策を確実
に運用していくことと併せ、中長期
対策である稲城市と連携した分水・
減水の取組を実施していきます。ま
た、台風時に多摩川の水が流入して
いた大丸用水排泥施設水門の改修が
施設管理者によって令和４年度に実
施される予定となっております。

Ｄ
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項目Ⅱ 下水道事業について収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

９ （三沢川地区における浸水対策に
ついて）
行政が「自助・共助」を指導す

る立場として地域に取り組ませよ
うとするとうまく行かない。行政
と地域が横並びでリスクを共有し、
災害への備えや協働可能なことな
どを話し合い連携することで「地
域防災」が築かれる。ソフト対策
の意味を誤ることなく、地域住民
と共につくり合う「地域防災」に
取り組んでほしい。

地域防災力の向上については、公
助によるハード・ソフト対策に加え、
地域の有する人的・物的協力が必要
であり、共助の取組や自助の取組が
不可欠であると考えています。こう
したことから、行政・地域住民・事
業所の協働による地域防災の取組の
充実が重要ですので、自主防災組織
等と連携した防災訓練の実施や災害
リスク情報の発信による地域のリス
ク情報の共有など地域住民の方々と
連携した防災の取組を進めたいと考
えております。

C
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項目Ⅱ 下水道事業について収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

10 火山噴火による降灰現象などに
より、地震の場合と同様、ポンプ
の故障、水質の汚染・汚濁などの
影響が生じることは、下水道にお
いても考えられることである。

下水道における降灰対策について
は、上下水道局防災計画に基づき、
管内や池内の清掃を行うなど、対策
を実施してまいります。

Ｄ
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項目Ⅱ 下水道事業について収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

11 川崎市の避難を含む防災・減災
対策は、市役所の他の部署・部局
との緊密な連携が必要である。そ
れに伴い、「多摩川流域治水プロ
ジェクト」の計画や役割分担、三
沢川地区における三沢川水門閉鎖
時の内水排除対策、大丸用水路の
全体的な見直し・整備計画、多摩
川の川表側の堤脚保護及び浸透対
策の実態と今後の施工予定などに
ついて、市は国や県の取組姿勢に
受け身でなく、積極的に働きかけ
をすべきである。

令和元年東日本台風以降、これまで
の間、浸水地域における短期対策に
加え、国や関係自治体と連携した取
組である多摩川緊急治水対策プロ
ジェクトを推進してきたところでご
ざいます。今後も、自然災害の脅威
が増してきていることから、国や流
域自治体等と連携して多摩川水系流
域治水プロジェクトに取り組んでま
いります。また、引き続き、多摩川
を管理している国や三沢川を管理し
ている県に対して、多摩川の水位を
低減させる対策や、三沢川周辺地域
における更なる治水対策について要
望してまいります。

B



（参考）具体的な御意見の内容と市の考え方（要旨）

79

項目Ⅲ ３事業共通事項について（意見数：3件） 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

１ 水道に関する情報発信や利用者
のニーズの把握などは、市民に
とってありがたい取組である。
岩手県矢巾町では、水道サポー

ターを募りワークショップを開催
し、住民参加型の水道事業運営を
おこなっているという。
川崎市の水道についても、市民

参加型のワークショップを開き、
未来に向けたよりよい水道システ
ムを築いてほしい。

本市では、広報紙「かわさきの上下
水道」やウェブサイト、ＳＮＳなど
を活用した情報発信を行うとともに、
市民意識調査や各種イベントでのア
ンケートの実施により、利用者の
ニーズの把握に努めています。
今後もこれらの取組を継続しなが

ら、いただいた御意見を参考に、よ
り効果的な手法を検討してまいりま
す。

C
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項目Ⅲ ３事業共通事項について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

２ 「経営の現状分析」における「類似
団体」とは、何の指標で類似なのか。
川崎市は東京都と横浜市に挟まれ
ているため、東京都・横浜市と比較し
た経営指標一覧も作成してほしい。

第３章「経営の現状分析」において比
較対象としている「類似団体」につきまし
ては、指標が類似している団体ではなく、
水道事業及び下水道事業においては政
令指定都市（一部比較の困難である都
市を除く）、工業用水道事業においては
政令指定都市及び同規模の事業者を
類似団体としております。
上下水道事業は、経営する自治体に
よって人口や面積など置かれている条
件が大きく異なることから、政令指定都
市等との比較を行ったものです。

Ｄ
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項目Ⅲ ３事業共通事項について 収支見通し

No 意見の要旨 本市の考え方の要旨
区
分

３ 給配水部門の現場作業や生田浄水
場の運転監視・保守点検業務におい
て民間委託を実施しているが、技術・
技能の承継に支障をきたさないよう、
過度な民間委託とならないようにして
ほしい。
また、今後もコンセッション方式によ
る民間委託をしないでほしい。

将来にわたり、川崎市民の生活や事
業者の経済活動を守るため、ライフライ
ン事業を継続する上で、専門的な技術・
技能を継承することは、必要不可欠で
す。このことに加え、平常時のみならず、
非常時の事業運営や経営資源の効率
的、効果的な運用などの観点からも、民
間委託、ひいては包括外部委託やコン
セッション方式について、十分な検討と
慎重な判断が必要と考えています。
したがって、現時点では、業務を限定
した外部委託を活用しながら、事業運営
を維持したいと考えております。

Ｄ
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次期中期計画（案）の説明は以上となります。


